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The study examined the economic disparity in Brazil through the lens of its regional economy.
It focused mainly on the period after 2000, where the economic gap had begun to narrow itself.
By adopting the data from IBGE (Instituto Brasileiro de Geografia e Estatística), the study re-
vealed specific regions where economic development had taken place, as well as their character-
istics, so as to track down the potential stimulus of their progression.
Taking into account the variety of approaches to the advancement and unification of regional

economy, the study limited its analysis to two of those : (1) Top-down regional policies con-
ducted by the Brazilian federal government (2) Social and Solidarity Economy among local ac-
tors.
The first section explained an overview of regional development in Brazil, in terms of differ-

ent administrative units such as Grande Região, Unidade da Federação, and município. The sec-
ond section examined and evaluated economic policies of the federal government after the mid
20th Century, which aimed for regional development and involved active interventions of the
government. The third section analyzed social and solidarity economy in Brazil. Brazil had been
portrayed as leading nation in the field of solidarity economy (Hirota, 2016, p.24). After scruti-
nizing the extent to which social and solidarity economy can trigger the local development, sec-
tion 4 moved on to several case studies.

は じ め に

地方創生は先進国に限った問題ではない。経済活動ならびに生産要素の空間的・地理的集中は，
スケールメリットやイノヴェーションの促進に寄与する一方で，都市の過密化は地価や賃金の上昇
を通じて企業の生産費用を上昇させ，治安の悪化や環境問題の深刻化などの外部不経済をも引き起
こす。都市化が進む発展途上国においても，主要都市のみならず地方における地域経済の発展と統
合は長期的な成長を実現する上で不可欠であるが，それを実現する手段は未だ模索過程にある。
所得格差や地域間格差は国内における階層間の対立など社会不安を巻き起こし，持続的成長を阻
害するという点で問題となる（Mendes, 2015）。とくに発展途上国においては，経済成長のために，
限られた資本・開発資金が相対的に所得水準の高い，より先進的な地域に集中して投入されること
が多く，後進地域における貧困問題は，教育水準の低さや資本蓄積の遅れと相まって，産業発展を
遅らせ地域間格差の定着をもたらす原因となる。
ブラジルには歴史的に根強い地域間格差が存在する。植民地時代の入植経路やその後の経済発
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展，産業構造の変化などの歴史的要因を背景に，人口・経済活動・富の国内分布は偏り，工業化の
中心となった南東部・南部への資本蓄積が進む一方で，北東部では恒常的な干ばつのため深刻な貧
困が慢性化していった。20世紀後半以降，ブラジル政府は，地域間格差是正を目的としたさまざ
まな後進地域対策・地域開発政策を実施してきたがいずれも成功には至らなかった。ところが，
2000年代以降，ブラジルの伝統的な課題である格差問題に変化が生じ，貧困削減，国内の所得格
差，地域間格差の縮小が確認されている。
本稿では，ブラジルにおける格差問題に関して地域経済に着目して論じる。とりわけ，2000年
代以降の格差縮小期において，どのような地域で経済発展が起きたのかをブラジル地理統計院
（Instituto Brasileiro de Geografia e Estatística : IBGE）のデータを用いて明らかにする。その上で，
経済発展が確認された地域の特徴と地域経済発展に寄与しうる要因を整理する。地域経済の発展と
統合を実現するために有用な手段は，関与する主体ならびに空間的・地理的な規模の観点から複数
のアプローチが考えられる。本稿では，トップダウンで実施される連邦政府による地域政策と，ロ
ーカルな主体による社会的連帯経済の 2つを取り上げ考察する。
第 1節では，ブラジルの地域経済発展の動向について，大地域，州，ムニシピオなど複数の地域
区分にもとづいて概観する。第 2節では，20世紀半ば以降，政府主導で実施されてきた積極的な
介入を通じたさまざまな地域政策，後進地域振興政策を取り上げ，その評価を行う。第 3節では，
ブラジルにおける社会的連帯経済について論じる。世界各地で発展している社会的連帯経済につい
て論じた著書の中で，ブラジルは，「社会的連帯経済の分野で世界をリードする存在」と位置づけ
られている（廣田，2016, p.24）。地域経済の担い手である多様なアクターのうち，社会的連帯経済
の活動をどのように位置づけうるのかを検討した上で，第 4節でいくつかの事例と課題を取り上げ
議論する。

1．地域経済発展の概観

1-1．開発経路と経済地図の変化
本節では，ブラジルの経済発展経路をふりかえり，主要産業の趨勢と地域経済の発展プロセスを
俯瞰する。開発経路をたどった考察を行うことで，人口ならびに経済活動が全国的にどのように分
布してきたのかについての概況をとらえることが可能となり，ブラジル国内に根強く存在してきた
地域間格差の原因を明らかにすることができる。
はじめに，本稿で用いる「地域」の定義づけとして，ブラジル地理統計院（IBGE）が規定する
地域区分を提示する。ブラジルでは，地理的規模にもとづいていくつかの地域区分が存在する。も
っとも一般的な区分は，大地域（Grande Região : GR）とよばれ，ブラジルを北部（Norte : N），
北東部（Nordeste : NE），南東部（Sudeste : SE），南部（Sul : S），中西部（Centro-Oeste : CO）の
5つに分類する。これらの大地域は，州（estado）に相当する行政単位としての連邦単位（Unidade
da Federação : UF）をもとに，現在では，北部 7州，北東部 9州，南東部 4州，南部 3州，中西部
3州と 1連邦区の 5つに分類されている2）。ブラジルの政治行政上の区分は，連邦政府，連邦単位，
最小の行政単位である基礎自治体にあたるムニシピオ（município）の 3区分であることから，5つ
の大地域はあくまでも地理的な区分として位置づけられる3）。
今日のブラジル国内の地域経済の特徴は，植民地期以降の開発経路にルーツを持つ。1500年に

66



ポルトガル人航海者ペドロ・アウヴァレス・カブラウ（Pedro Álvares Cabral）によって「発見」さ
れて始まったポルトガルによる植民地開発は，北東部から始まった。国名の起源ともなっているマ
メ科の常緑高木であるブラジルボク（pau-brasil）は，家具の材料や毛織物の染料となることから，
先住民の労働力を用いて採取された後にヨーロッパに輸出された。
16世紀後半には，北東部沿岸地域で奴隷労働を用いたサトウキビのプランテーション農業が行
われた。「砂糖の時代」の到来である。サトウキビの生産から精糖までの過程で必要となる労働力
は，アフリカ大陸から連れてこられた奴隷によってまかなわれた。農業とマニュファクチャを一体
化させた砂糖産業は，大土地所有制，モノカルチュア，奴隷制にもとづく開発や社会階層の構成な
ど，以後のブラジルに数世紀にわたって残る経済社会構造の端緒となった（Schwartz, 1986）。
17世紀，18世紀には，南東部，現在のミナスジェライス（Minas Gerais）州に相当する地域で金
やダイヤモンドの採掘が盛んになり，19世紀には現在のサンパウロ州，リオデジャネイロ州を中
心に「コーヒーの時代」が到来した。ここまでのブラジルは，主要な天然資源および一次産品の産
出地に沿って，国内経済拠点のシフトが起こってきたといえる。
20世紀に入ると，第一次世界大戦の勃発によって国外からの輸入が途絶えがちになったことと，
世界恐慌による深刻な経済不況などの国際情勢の影響もあり，国内の工業化が進められた。政府主
導で進められた輸入代替工業化は南東部，南部を中心に展開され，産業集積や資本蓄積，都市化も
相まって経済活動はますます集中化傾向をみせた。奴隷に変わる労働力として積極的に移民を受け
入れたブラジルには，19世紀末をピークにヨーロッパやアジアから多数の移民が流入した。くわ

かんばつ

えて，恒常的な干魃のため深刻な貧困が慢性化する北東部から南東部への人口移動が起こった結
果，急速な都市化が進み，1960年には都市人口が農村人口を上まわった。
図 1は 1872年から 2010年の地域別の人口シェア，図 2は 1939年から 2012年の地域内総生産

（Gross Regional Product : GRP）の国内総生産（Gross Domestic Product : GDP）に占める割合を示
している。ポルトガルによる植民地開発初期の経済拠点であった北東部は，1872年時点において
46.6％の人口シェアを占めたがその後は減少の一途を辿り，1940年時点で 35％とシェアを減ら
し，逆に，工業化の中心となっていた南東部，南部における人口シェアが拡大している。他方，図
2に示す地域別の経済規模は，南東部が半分以上を占め，2012年時点においても南部，北東部とつ

図 1 地域別人口シェア（1872～2010年）
（出所）応用経済研究所（IPEA）の Ipeadata より筆者作成4）
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づく。
開発経路に従って，天然資源および一次産品の産出地の立地とその後の工業化など，経済活動の
局所的な発展に大きく依存したかたちでブラジルの経済地図は変化を遂げてきた。こうした地域が
資本・労働などの生産要素をひきつけることで，国内の人口分布も，時の経済の中心地をたどるよ
うに推移してきたのである。

1-2．地域経済発展の特徴
ブラジルは，20世紀後半から 21世紀にかけて格差の縮小を伴う経済成長という世界的にみても
珍しい現象を経験した。この格差には，国内における富裕層と貧困層の間の所得の不平等のみなら
ず，地域間での所得水準の違いを表す地域間格差も含まれる。前項で述べたように，開発経路に従
って経済地図が変化を遂げてきたブラジルでは，「貧しい北」と「豊かな南」という地域間不均衡
が大きな問題となってきた。
歴史的に根強い地域間格差が存在するブラジルにおいて，地域間格差を議論する上での主な問い
は，①地域間格差はなぜ生じたのか，②地域間格差は縮小・拡大・安定的であるのか，③地域間格
差に変化をもたらす要因は何か，の 3つである。本研究は，③に注目し，2000年代以降のブラジ
ルにおける地域間格差の縮小についての考察を行う。
1990年代後半から始まり 2000年代以降，より顕著に確認された格差縮小に関して，先行研究で
は，全国的な教育水準の向上（Ferreira, Leite, Litchfield, & Ulyssea, 2006），政府による所得移転政
策や社会政策の効果（Soares, Ribas, & Osório, 2007），労働市場の拡大（Neri, 2010 ; Silveira-Neto &
Azzoni 2011）を主な要因として指摘している。河合（2012）では，正規雇用の増加に着目し地域
経済の発展ならびに地域間格差の縮小について論じている。同論文では，とくに後進地域において
顕著な雇用の増加が確認されたことを指摘し，従来の経済的中心地域以外の地域で経済活動の拡大
が起こったことを明らかにしている（河合，2012）。
経済活動の空間的な分散が生じた背景には，（a）グローバル化とマクロ経済安定化の流れの中で
後進地域における経済活動が国内経済への統合度を高め，輸出部門と結びついて成長をとげる産業

図 2 地域内総生産（GRP）のシェア（1939年～2012年）
（出所）応用経済研究所（IPEA）の Ipeadata より筆者作成
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立地の変化（河合，2018），（b）社会政策や信用市場拡大にともなう国内消費の高まりによって後
進地域においても財・サービスへの需要が増え，地域経済市場の拡大と雇用の創出，がある（浜
口，2010）。また，1988年憲法で成文化されその後の各種制度の整備により実効性が強化された地
方分権化により（c）保健，教育，都市計画，治安などについて地方の権限と責任が明示され，ロ
ーカルな制度的変化と参加型イニシアチヴなどのガバナンス改革が起こっていった（Ter-
Minassian, 1997 ; Barberia & Biderman 2010）。これらは，地域ごとのポテンシャルを生かした開発
戦略の策定や公共政策の実施を通じて地域経済の発展パターンに影響をおよぼしている。地域経済
の発展は，都市化が進む途上国における持続可能な経済発展の観点ならびに地方創生を通じた経
済・社会の活性化を図る先進国の課題にも直結する問題である。
本稿では，ブラジル地理統計院（IBGE）が公開するムニシピオごとのデータを用いて，最小の
行政単位での地域経済の成長を計算した。2017年現在，約 5,570にのぼるムニシピオに関して，
2000年と 2015年の地域内総生産（GRP）ならびに 1人あたりの GRP のデータを用いて，どのよ
うな地域で経済発展が起きたのかを検討した。前者は経済規模の拡大から，後者は所得水準の上昇
の点から地域経済発展を測ろうというものである。諸変数の実質化は，広範囲消費者物価指数
（Índice de Preços ao Consumidor Amplo : IPCA）を用いて行った。上位 100ムニシピオについては，
付表 1，付表 2に示す通りである。
上位 100ムニシピオの属する州をみてみると，GRP 成長率，1人あたり GRP 成長率ともにトカ
ンチンス州（北部）が 1位（それぞれ 17ムニシピオ，18ムニシピオ）で，マラニャォン州（北東
部）が 2位（同 13ムニシピオ，14ムニシピオ）であった。GRP 成長率の第 3位はサンパウロ州
（南東部）の 9つのムニシピオがランク入りしているものの，1人あたりの GRP 成長率では 8つで
ミナスジェライス州（南東部）とともに 4位に位置づけている。1人あたり GRP 成長率が高いム
ニシピオが 3番目に多かったのは，ピアウイ州（北東部）で 9つであった。
大地域に関しては，GRP 成長率，1人あたり GRP 成長率ともに北東部，北部，南東部，中西

部，南部の順にムニシピオの数が多く，北東部（それぞれ 31ムニシピオ，35ムニシピオ）と北部
（28ムニシピオ，25ムニシピオ）を併せるといずれも半数以上にのぼる。州ならびに大地域という
地域区分で整理すると，2000年から 2015年の期間においては，従来の経済的中心地であり「豊か
な南」にあたる南東部，南部よりも，1人あたりの所得水準が低い州に占められ「貧しい北」と位
置づけられる北東部，北部において著しい地域経済成長を遂げたムニシピオが多かったことが指摘
できる。
ムニシピオの人口規模に着目すると，GRP 成長率，1人あたり GRP 成長率ともに上位 100ムニ

シピオの実に半数以上が人口 1万人以下のムニシピオであることがわかる。さらに，GRP 成長率
に関しては，93のムニシピオは 5万人以下，97のムニシピオは 10万人以下の人口規模に分類さ
れ，1人あたり GRP 成長率のランキングに関してもそれぞれ 97, 99が該当する。すなわち，GRP
成長率ならびに 1人あたり GRP 成長率で測られる地域経済発展に関して，2000年から 2015年の
期間に上位 2％に相当する著しい成長を遂げたのは比較的小規模なムニシピオであったことがわか
る。
主要産業の観点からは，2015年時点の各ムニシピオで最大の GRP シェアを占める産業でみる

と，GRP 成長率上位のムニシピオでは農業（21），鉱業・採掘業（16），製造業（14）が主要産業
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と位置づけられており，1人あたり GRP 成長率上位のムニシピオでは，農業（24），電気・ガス・
水道（15），製造業および鉱業・採掘業（14）という順になっている。
以上のことから，2000年から 2015年の期間におけるムニシピオレベルでの地域経済発展につい
ては，北東部，北部などの比較的小規模な地域において著しい成長が観測され，主な産業として
は，農業や鉱業・採掘業，製造業などがあげられることが明らかとなった。

2．地域政策の評価

2-1．地域政策の変遷
一人あたり所得水準にくわえ，教育年数や平均余命などの社会開発指標を考慮した，州・地域別
人間開発指数（Human Development Index : HDI）の変化を示した図 3からも，北東部の後発的な
状況が確認できる5）。地域間の開発水準の違いがどのように形成されてきたのかについては前節で
論じた通りであるが，本節では，地域間不均衡の縮小を目的として実施されてきた諸政策について
歴史的経緯とあわせて概観する。
20世紀以降の南東部，南部における工業化の進展は，農業よりもはやいスピードで成長する工
業部門の特徴を反映し，植民地期以降蓄積されてきたブラジル国内の地域間格差を拡大させた
（Baer, 2008）。「豊かな南」での工業活動の集積が進み，「貧しい北」とのコントラストが強まるな
かで，とくに南東部に次いで 2番目の人口シェアを有した北東部の開発の遅れは，貧困問題ととも
に 1950年代以降主要な政策アジェンダの 1つとして上程された。
当時，地域間不均衡の主因は 1930年代以降の工業化による産業立地の偏りにあると認識され，

後発北東部地域の開発を進めるためには，同地域における工業化を達成する必要があると考えられ
た。ちょうど同じ頃，内陸部の開発と国全体の均衡的発展を図ることを目的として，リオデジャネ
イロに代わる新首都の建設が計画された7）。中西部ゴイアス州内の東寄りのエリアに，新たな首都
として人工都市ブラジリアが創られることで，沿岸部の主要都市と内陸部あるいは他の地域の州都
とを結ぶ広域幹線道路網の整備の必要性が高まることとなる。道路インフラの整備は，「50年（の

図 3 州・地域別人間開発指数（1970, 1980, 1991, 2000, 2010年）
（出所）応用経済研究所（Ipea）データより筆者作成6）

70



進歩）を 5年で」というスローガンのもと発表されたメタス計画（Plano de Metas）の中心に位置
づけられたサンパウロを中心とした自動車産業の発展のためにも不可欠であると考えられた（Ud-
erman, 2009）。
こうした背景のもと，北東部の開発に特化した政策策定を目的として，1959年に「北東部開発
のための作業部会（Grupo de Trabalho para o Desenvolvimento do Nordeste : GTDN）」が設立され
た。構造学派の主たる論客のひとりであるフルタード（Celso Furtado）が中心となって運営された
同会合では，北東部での政府主導による工業化の必要性を唱え，北東部開発監督庁（Superin-
tendência do Desenvolvimento do Nordeste : SUDENE）の設立や，企業誘致のための財政金融優遇政
策が実施された（Barros, 2011 ; Uderman, 2009）8）。南東部への偏重が目立ったメタス計画の実施，
1958年に北東部で発生した大干魃もこうした議論を後押しした（Cano, 1981）。北東部地域におい
て，連邦政府の地域政策を主管する組織として設置された北東部開発監督庁（SUDENE）は，以下
の 4つの開発計画を主軸として位置づけていた（Baer, 2008）。1つ目は，投資に関する連邦税／法
人税の 50％免除（mecanismo 34/18）を通じて促進される都市部における雇用創出を目的とした工
業部門の投資強化。2つ目は，南部からの食料輸入依存を軽減するために，沿岸部の多湿地域での
サトウキビの生産性を高め，基礎食品の生産に特化した農家支援とそのための土地を確保すること
を目指した農地利用構造の変革。3つ目としては，半乾燥地帯での生産性向上を目的とした気候・
植生条件に適合した生産活動の振興。最後は，バイーア州南部およびマラニャォン州の多湿地域を
北東部経済に統合するための農業フロンティアの拡大と，道路建設を通じたアマゾン地域への人口
移動の可能性の模索，があげられる（Baer, 2008）。
北東部開発監督庁（SUDENE）による地域開発政策の実施を受け，1960年代から 1970年代初頭
にかけて北東部における民間投資を含む工業投資が増加した。多くの企業は，同地域における伝統
的主要都市であるバイーア州の州都サルヴァドールとペルナンブコ州の州都レシフェの 2つの都市
に集中し，雇用創出規模も限定されたものであった。当時の地域政策は，産業誘致を最優先したか
たちで進められたため，雇用問題や所得分配についてはとくに政策が組まれず，北東部での工業化
により同地域における恒常的な失業問題や広範な貧困の解消には至らなかった。
1970年に再び発生した悲惨な干魃を受け，連邦政府はより積極的かつ明確な地域政策の策定に
乗り出した。1970年代前半に開始された北東部地域の開発は北東部開発監督庁（SUDENE）の管
轄から連邦政府が直接的に関与するよう変化が生じ，全国統合計画（Plano de Integração Nacional :
PIN），農業近代化プログラム（Programa de Redistribuição de Terras e de Estímulo à Agro-indústria do
Norte de do Nordeste : PROTERRA），サンフランシスコ河流域開発プロジェクト（Projeto e Con-
struções Vale do São Francisco : PROVALE）の三本柱で進められた。全国統合計画（PIN）では，
アマゾン横断道路および港湾整備を梃子に北部アマゾン地域の開発を進め，北東部の過剰人口吸収
機能の拡大が追求された。農業近代化プログラム（PROTERRA）は農業部門への資金投入や土地
の再分配を通じた北東部地域の農業生産性の引き上げを目的とし，サンフランシスコ河流域開発プ
ロジェクト（PROVALE）は，南東部ミナスジェライス州に水源を有しバイーア州，ペルナンブコ
州，アラゴアス州，セルジッペ州を流れ大西洋に注ぐ同地域でもっとも重要な河川の 1つであるサ
ンフランシスコ河流域の土地利用を高め農業開発を進めるためのプロジェクトであった。
これらの構想はいずれも 1970年代半ばまで目立った成果をあげられないまま，連邦政府主導の
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地域政策は，1973年の石油危機と「ブラジル経済の奇跡（milagre econômico brasileiro）9）」の終焉
に対応するかたちで立案された，第 2次国家開発計画（II Plano Nacional de Desenvolvimento : II
PND, 1975～1979年）に引き継がれることとなった。第 1次国家開発計画（I PND, 1972～1974年）
の後継である同計画は，とくに後進地域における開発拠点の創設と強化を重視し，バイーア州での
石油化学産業拠点，その他，肥料，金属，電子機器部門の開発拠点の設立ならびに，繊維や履物と
いった伝統的な産業部門の増強に取り組んだ。農業部門では，綿花や果物などの商品化促進，灌漑
設備の拡張，畜産部門の開発を目的とした連邦基金が設置され，北東部農業の成長と近代化が追求
された（Baer, 2008）。
1970年代末には，第 2次石油危機と国際通貨システムの不安定化を背景に，経済政策の優先度
の点から，それまでに実施されてきた政府主導の後進地域開発を目的とした地域政策の見直しが不
可避となった。この時期，急増する対外債務や国際収支の悪化，インフレ高進ならびに財政赤字の
拡大に直面した経済状況のもと，国内の地域経済振興，後進地域の開発や貧困問題への対策は遷延
を余儀なくされた。
1980年代のブラジルは，対外債務危機，ハイパー・インフレ，低成長により「失われた 10年」
とよばれる経済危機をむかえる。経済成長の回復を目指して実施された第 2次国家開発計画（II
PND）は，先述のとおり政府主導の産業開発であり，国営企業主導で重点分野に位置づけられた重
化学工業や電力部門への公共投資を拡大させたため，財政を悪化させ，海外からの資金借り入れへ
の依存を高めた。賃金，金利，公共料金などがインフレ率に合わせて引き上げられる物価スライド
調整に起因するインフレの慣性力と人々のインフレ期待の累加は，ハイパー・インフレを誘発し，
1990年には年率 2,864％にも達する物価上昇が引き起こされた。
1990年代には，世界的なグローバリゼーションと新自由主義の流れのなかで，ブラジル経済は
市場メカニズム重視の開発政策へと大きく方向を転換した。この時期，マクロ経済の安定化にくわ
え，貿易・資本の自由化，民営化，財政健全化，規制緩和など多岐にわたる経済自由化政策が推し
進められた。1994年にカルドーゾ（Fernando Henrique Cardoso）財務大臣（当時）のもと実施され
たレアル計画（Plano Real）によりインフレは沈静化し，貿易の拡大，海外資金流入の増大など対
外的なオープネスの高まりが顕著となったのも 1990年代の特徴の 1つである。
海外直接投資への規制緩和と幅広い分野の公的サービス民営化にともなう外国資本の参入は，

1990年には 5億 1,000万ドルであった海外直接投資を 1999年には約 300億ドルまで増大させた。
1990年代後半に急増した海外直接投資は，マクロ経済安定化にともなうブラジル経済の今後の成
長予測にもとづくものにくわえ，1995年に関税同盟として発足したメルコスール（南米南部共同
市場）10）やその他の地域に向けた生産・輸出拠点をブラジルに設置しようという多国籍企業の意図
を反映し実行された。
輸送機器産業などの主要製造業部門における外国企業の投資の増加は，国内における産業立地な
らびに地域経済の均衡的な成長の観点からは，ネガティヴな影響をもたらすことになる。上述のと
おり，ブラジルの国内市場だけでなく，メルコスール市場や他のグローバル市場への輸出を視野に
入れた企業の生産立地選択は，ブラジル国内でもすでに工業化が進み相対的に所得水準の高い地域
を選好した。すなわち，他のメルコスール諸国との輸送アクセスを考慮するという理由から，市場
に近く技能労働者の数が多く交通インフラの整備が進んだ南東部・南部地域に偏って生産立地選択
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が展開されたのである。1996年時点でブラジル総輸出の 15.3％にのぼる対メルコスール向け輸出
のうち，北東部のシェアはたった 7％に過ぎず，そのうちの 68％はバイーア州に占められていた
ことからも，この時期の輸出向け工業生産立地が地域的に偏った特徴を増強していったことが指摘
される。さらに，こうした企業の先進地域への立地の増加は，同地域におけるインフラ需要を高
め，政府は道路整備事業などインフラ投資を進める必要性に直面する。限られた公共投資資源が同
地域に向けられることで，必然的に，北東部などの後進地域への配分は縮減せざるをえないという
状況が醸成されたのである。
一方，1990年代には，ブラジル国内の地域経済格差へのポジティヴな効果をもたらす変化も確
認されている。それは，1985年に 21年間におよんだ軍事権威主義体制から文民政権に体制移行を
果たし，1988年に制定された現行の民主憲法に端を開く。本条 245条と経過措置等を含めた暫定
規定 70条から成る 1988年憲法では，それまで一貫して継受されてきた中央集権的な連邦制から一
転，中央の連邦政府，州政府，最小の行政単位である基礎自治体ムニシピオ行政の間でのパワー・
シェアリング体系が構想されている。
1988年憲法第 VI 編「租税および予算」，第 I 章「国家租税制度について」，第 VI 節「租税収入

の配分について」のなかの第 159条では，連邦政府の税収の政府間移転を以下のように規定してい
る。第 I 項，a），b）ではそれぞれ，州・連邦区協同基金（Fundo de Participação dos Estados e do
Distrito Federal : FPE），ムニシピオ協同基金（Fundo de Participação dos Municípios : FPM）に対し
て，あらゆる種類の所得・収入ならびに工業製品に関する租税の徴収額から 21.5％，22.5％を交付
し，また，同じく第 1項，c）では，地域間の経済社会的均衡追求のため，同 3％を，後進地域で
ある北部・北東部・中西部の生産部門に対する融資プログラムに使用する目的で交付することが定
められている。なかでも，北東部の半乾燥地帯には，これらの地域に割り当てられた資金の半分が
保証され，重点的な開発融資が用意されている。この背景には，先述のように同地域においては過
酷な自然環境と度重なる干魃の発生などにより，農村を中心に多くの貧困人口が分布しているとい
う事情が存在する。
州間およびムニシピオ間，さらには地域間の社会経済的均衡の促進を目的として立案された同条
項は，国内の社会・地域間格差の軽減を促す空間的な広がりを持つ再分配政策であるといえる。と
くに，後進地域向けの開発融資プログラムのための財源確保は，地域開発計画にもとづいた生産部
門に対する長期的な融資を可能にし，雇用創出と所得上昇を通じた貧困削減と不平等の是正に寄与
しうるものである。実際に，税収と支出の地域シェアをみると，たとえば 1991年では北部は 2.3％
と 3.6％，北東部では 9.9％と 11.2％，南東部は 62.4％と 54.3％，南部では 12.7％と 11.2％，中西
部では 12.7％と 19.7％と後進地域に対する再分配が行われていることがわかる（Baer, 2008）。

2-2．地域開発に資する諸要因
従来の地域開発政策は，地域間の不均衡を是正することを目標に中央政府が主体となってトップ
ダウン型で実施され，既存研究では地域間格差の拡大／縮小に着目し地域政策の効果が検討されて
きた。本項では，経済成長を達成しつつ貧困の削減と所得階層における中間層の増大を促し，地域
間格差が縮小した 2000年代に注目し，地域政策以外の政策や経済環境の変化の中で地域経済発展
に寄与したと考えられる要因について整理する。
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ブラジルにとっての 2000年代は，対外経済環境の変化により追い風を受けた時期であったとい
える。地域経済の発展ならびに経済地図の変化の観点からは，内陸部におけるアグリビジネスの展
開と農業フロンティアの北上があげられる。第 1節であげた著しい成長を遂げたムニシピオの多く
は，当該地域に立地し主要産業が農業部門であることからも，アグリビジネスに関連した地域経済
発展を遂げた可能性が高いと考えられる。
1970年代後半に着手された中西部におけるセラード地域の開発は，のちに同地域を大豆・綿花
等の一大生産地に変化させ，農業フロンティアの北上を促すこととなる。「大豆の時代」ともよば
れる 1990年代以降，内陸部において，大規模かつ高度に機械化されたアグリビジネスが展開され
ている。この地域で生産される農産物は，2000年代の新興国における需要の高まりとも相まって，
ブラジルの主要輸出品目として台頭することとなる。この間，2000年には総輸出の 4分の 1を占
め，従来の主要貿易相手国であった米国に対する輸出シェアは急減し，2010年には 10％にまで低
下した。一方で，2000年には 2％に過ぎなかった中国への輸出は 2010年に 15％にまで増え，現
在，最大の輸出相手国となっている（Kupfer, Castilho, Dweck, & Nicoll, 2012）。本稿で分析対象と
する 2000年代には，輸出品目ならびに輸出先に関して，ブラジルの輸出部門で大きな変化が起こ
ったといえる。この変化は，図 4，図 5に示すムニシピオ単位での輸出額の増加にも現れている。
輸出を通じた経済活動の拡大が，従来の経済拠点である沿岸部から内陸部にまで広がっていること
がわかる。
「セラード」とは，ポルトガル語で「閉ざされた」を意味することばで，地理学上はブラジル内
陸中西部に広がる熱帯サバンナのことを指す。イネ科の草原群落が広がるなかに，コルク質の厚い
樹皮をもつねじ曲がった灌木が断続的に茂みをつくる同地域は，アクセス困難な土地（inaccessible
land）と考えられ，長い間，「不毛の地」といわれてきた。しかしながら，同地域は，1970年代以
降わずか四半世紀という驚異的な速さで，世界有数の穀倉地帯へと変貌を遂げた。もともとは温帯
性作物である大豆やトウモロコシの熱帯への導入が行われ，米国のコーンベルトに匹敵する規模と
生産性で栽培されるようになった（本郷・細野，2012）。日本とブラジルの国際協力プロジェクト
「日伯セラード農業開発協力事業（Programa de Cooperação Nipo-Brasileira para Desenvolvimeto dos
Cerrados），略称：プロデセル（PRODECER）」も主要な役割を果たしたセラード開発は，同地域を

図 4 ムニシピオの輸出額（2003）
（出所）開発商工省（MDIC）より筆者作成

図 5 ムニシピオの輸出額（2010年）
（出所）図 4に同じ
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大豆・綿花等の大生産地に変化させ，農業フロンティアの北上を促した。
「大豆の時代」ともよばれる 1990年代以降，内陸部で著しい発展を遂げた大規模かつ高度に機械
化されたアグリビジネスは，トウモロコシ，綿花，木材なども含めそれぞれの生産チェーン
（cadeia produtiva）を形成し，一次産品の加工・関連産業の発展などを通じた産業コンプレックス
（complexo industrial）の確立をもたらした。国際市場に直結するアグリビジネスは，20世紀後半ま
でほとんど開発が進められていなかった中西部を中心とした内陸部に新たな産業を生み，同地域に
おける地域経済ならびに人口増加を促した。セラード開発による中西部での農業ならびに関連産業
の発展は，首都ブラジリアの建設とそれにともなう幹線道路などの交通インフラの整備とともに，
内陸部における経済活動の拡大と地域経済のダイナミズムを生み出す中心的役割を果たしたといえ
る（Diniz, 2001 ; Lemos, Diniz, Guerra, & Moro, 2003）。
伝統的に沿岸部の州都を中心に経済活動が行われてきたブラジルの状況に鑑みると，中西部地域
の農業開発を通じた内陸部への産業の展開や地域経済の拡大は，ブラジルの地域間格差の骨骼をあ
らためる重要な転換である。さらに，2000年代の世界的なコモディティ・ブームによる同地域で
生産される農産物への需要の高まりは，こうした動きを増強する役割を果たしてきたと考えられ
る。くわえて，農産物生産を軸に関連産業の振興をはかる内陸部への経済活動の展開は，農業フロ
ンティアの北上にともない北部地域にも侵出しており，後進地域の地域経済の成長に貢献している
ことが指摘される。
2000年代のブラジルを特徴づける 2つ目の要素は，社会政策の拡大である。なかでも，世界最
大規模で実施される条件付き現金給付（Conditional Cash Transfer : CCT）である「ボルサ・ファミ
リア（Bolsa Família）」は国内外から広く注目を集める代表的な社会政策である（Soares et al.,
2007）。ボルサ・ファミリアは，ブラジルで実施されている貧困家庭支援を目的とした条件付き現
金給付政策（CCT）で，以前から連邦政府が実施していた各種所得移転政策を 2003年に一本化し
て始まり，社会開発・飢餓対策省（Ministério do Desenvolvimento Social e Combate à Fome : MDS）
が主管する。対象者はまずムニシピオ・レベルでの手続きを経て連邦政府の「社会プログラム統合
情報システム（Cadastro Único）」データベースに登録される。MDS によって受給資格が認定され
ると，支給される磁気カードで連邦貯蓄金庫（Caixa Econômica Federal : CEF）の ATM から毎月
支給額を受け取ることができる。受給家計には，子供の通学や予防接種，妊産婦検診などが義務づ
けられ，ムニシピオがその履行状況をデータベースに入力し MDS に報告する。
ボルサ・ファミリアについては，受給家計での絶対的貧困の削減，乳幼児死亡率の改善，子供の
通学率・就学年数の上昇や健康状態の改善などの効果をもたらしたことについて多くの研究で明ら
かにされてきた。これらは，受給者ならびにその家族に対する直接的な効果であるが，最近では，
ボルサ・ファミリアなどの社会政策やさまざまな社会扶助，所得再分配政策が，間接的にマクロ経
済におよぼす影響について検討する必要性が指摘されている（Mostafa, Souza, & Vaz, 2010）。産業
連関表を拡張した社会会計マトリックスを用いて，ボルサ・ファミリアの間接的な影響を分析した
Neri, Vaz, & Souza（2013）では，マクロ面での波及効果が生じていると指摘している。ボルサ・
ファミリアだけでなく，高齢者・障害者向け給付（Benefício de Prestação Continuada de Assistência
Social : BPC），失業保険，ボーナス，退職金積み立て基金（Fundo de Garantia por Tempo de
Serviço : FGTS）など，ブラジルで実施されているさまざまな社会政策，所得移転政策の GDP，最
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終消費，総可処分所得に対する効果を分析した Neri らの研究では，いずれのケースにおいても，
ボルサ・ファミリアの効果が最大に推計されており，このことから，同政策の持つ経済全体への間
接的な効果に注目した研究の蓄積が今後期待されると論じている。
ムニシピオ単位で，ボルサ・ファミリアの総支給額を一人あたりで算出した分布は，図 6，図 7

で表され，明らかに，北東部ならびに北部に偏った分布が確認される。貧困家計に直接支給される
ボルサ・ファミリアは，地域政策として実施されているわけではないが，元来，一人あたり所得水
準が低く，また，社会開発水準の低い後進地域により多く支給されている。ムニシピオ単位で分布
を確認することで，連邦政府による現金給付政策の地域的な特徴を明らかにすることができる。斯
様な地域的な偏りは，貧困削減を目的として実施された社会政策が，後進地域における貧困者層の
減少をもたらし，結果的に地域間格差の縮小にも貢献したとして，社会政策の副次的な効果として
指摘されている（Silveira-Neto & Azzoni, 2012）。
本節では，2000年代のブラジル経済の特徴的な事象として輸出を通じた内陸部での経済活動の
拡大と社会政策の実施状況をムニシピオレベルで概観した11）。無論，地域発展に効果があると考え
られる要因は他にも存在する。地方創生や地域開発を検討する際には，前項でとりあげた連邦政府
によるトップダウンでの地域政策の実施にとどまらず，経済社会政治要因を幅広く検討する必要が
ある。次節では，ボトムアップ型の地域開発の可能性を有する社会的連帯経済について，ブラジル
における展開を検討する。

3．ブラジルにおける社会的連帯経済

国家，市場と並んで社会を構成する要素あるいは経済主体の 1つとして市民社会があげられる。
グローバル化の進展に伴い生じる地球規模課題の解決に向けて，地球社会のさまざまなアクターに
よる連携や協力の必要性が論じられている（上村，2014）。ブラジルにおいても，失業や格差など
の社会問題に取り組む主体として，NGO や NPO，協同組合，労働組合，市民運動などの第 3セク

図 6 ボルサ・ファミリア支給額（2004年）
（出所）社会開発・飢餓対策省より筆者作成

図 7 ボルサ・ファミリア支給額（2010年）
（出所）図 6に同じ

76



ターと呼ばれる市民社会のアクターが活動領域を広げている。ローカルに活動を展開する市民社会
のアクターは，市民が直面する状況や当該地域の人的・社会的関係性の把握に長け，政府や企業で
は知り得ない地域的特性への理解などローカルな意味での専門性と柔軟性を有している。連帯経済
は，営利の追求を組織原理とする企業とは異なり，協力や自主管理，平等などを組織原理とし，労
働者や生産者による協同組合，回復企業（労働者自主管理企業）などの形態をとる（小池，2014）。
ブラジルにおける連帯経済研究の第一人者は Paul Singer である。Singer は，1932年オーストリ

アで生まれ，1940年以降ブラジルに移り，後にサンパウロ大学教授，サンパウロ市企画局局長
（1989-1992），後述する国家連帯経済局（Secretaria Nacional de Economia Solidária : SENAES）の局
長を歴任した。Singer によれば，ブラジルにおける連帯経済の歴史は，20世紀にヨーロッパから
の移民によって導入された協同組合に端を発する（Singer, 2002）。
ブラジルには，19世紀末から 20世紀後半にかけて 530万人以上の移住者が訪れた。主な内訳と
しては，ポルトガル（166万人），イタリア（162万人），スペイン（71万人），日本（24万人），ド
イツ（22万人），シリア・レバノン系（10万人以上）などがあげられる（Lesser, 2013）。これらの
移住者の中には，出身国で協同組合という考えに馴染んでいた人々が含まれており，都市部では消
費者協同組合を農村部では農業協同組合を形成した。日系移民によるものでは，サンパウロ州内の
コチア産業組合が有名である。同組合は後に消滅するものの，農業部門における技術者を多く輩出
し，現在でも農業経営や農業指導に関して官民を問わず活躍する日系人は少なくない。第 2節で触
れた「大豆の時代」における内陸部を中心としたアグリビジネスの躍進に関して，コチア出身ある
いはコチア関係者の人的資源があらゆる場面で活躍しているのである。多くの消費者協同組合は，
大手ハイパーマーケット網の拡大とともに姿を消したが，農業協同組合の中には，規模を拡大して
いったものもあった。
1980年代から 1990年代半ばにかけて，ブラジルは対外債務危機やハイパーインフレ等のマクロ
経済面での混乱に見舞われ困難な時代を迎えた。一部の工業部門は対外的な競争の中で淘汰され雇
用のポストが失われていった。失業者の増加や社会問題の出現に対応する形でブラジルにおける連
帯経済の動きは高まりをみせた。多くは協同組合や生産者組合などの形で誕生した。
移民以外に重要な役割を果たしたアクターとしてカトリック教会の存在があげられる。キリスト
教系の団体である Cáritas は，1980年代以降，コミュニティーにおけるオルタナティヴなプロジェ
クト（Projetos Alternativos Comunitários : PAC）を多数支援してきた。PAC の主眼は，大都市圏の
周辺地域ならびに農村地域に暮らす貧困層の雇用と所得の創出であり，自給用農作物の生産や一部
市場への販売活動を通じて活動が展開され，後に連帯経済の組織に発展したものもある。同様に，
PAC のうち，土地なし農民運動（Movimento dos Trabalhadores Rurais Sem Terra : MST）の活動地
域で農業協同組合となったプロジェクトも存在する。
1999年に設立された大学間民衆協同組合技術インキュベータ（Incubadores Tecnológicos de Coop-

erativas Populares : ITCPS）は，大学などの研究機関が連帯経済の技術面・操業面で支援を行う重
要な制度の 1つとなっている（小池，2014）。同制度は，全国各地の大学における連帯経済に関す
る研究の促進に加えて，教員が大学院生とともに現場で連帯経済のアクターらを支援する直接的な
根拠となっており，理論面だけでなく実践的な知の創出と共有を促している。筆者が 2016年にブ
ラジル最南端のリオグランデドスル州の州都ポルトアレグレで調査を行った際には，リオグランデ
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ドスル連邦大学経営学部の教授と大学院生から成るチームに同行し，某連帯経済実施団体の会合で
実際にどのような支援を行っているのかを観察した。北東部ペルナブコ州においても，ペルナンブ
コ連邦大学のチームによるコミュニティ支援に同行した。いずれも，あくまでもローカルなアクタ
ーが主体的に活動できるための技術的支援という立場を明確に示し，インキュベータとしての役割
を保持する姿勢が貫かれていた。
行政においては，地方政府が先行し，1994年に上述のポルトアレグレ市が生産商工部（Secre-

taria Muniapzl da Produçā, Indústria ecomércio : SMIC）内に連帯経済支援プログラムを設立した。州
レベルでは，リオグランデドスル州が 2000年に民衆連帯経済プログラム（Programa de Economia
Popular e Solidária : ECOPOSOL）を，サンパウロ市は 2001年に連帯機会プログラム（Programa de
Oportunidade Solidária : POS）を作成し，連帯経済に対する支援を開始した（小池，2012）。
上述のリオグランデドスル州ポルトアレグレ市は，連帯経済のみならず参加型予算など，市民社
会主体の活動が盛んで有名な都市である。同地域は，第 1節で述べた国内経済の開発経路に従い
20世紀半ば以降南東部，南部を中心におこった工業化の過程における労働組合の発達や協同組合
に馴染みのあるヨーロッパ系の移民の割合の高さを受け，ブラジル国内において相対的に社会運動
が盛んに行われてきた地域である。ポルトアレグレでは，スイスのダボスで開催される世界経済フ
ォーラム（World Economic Forum : WEF）に対抗する形で，2001年に世界社会フォーラム（World
Social Forum : WSF）が初開催された。
WSF の開催は，ブラジル国内における社会運動の活発化を後押しし，2003年に発足した労働者

党のルーラ政権下において，連帯経済に関する活動はさらに加速する。連邦政府レベルでの法整備
も進められ，2003年には国家連帯経済局（SENAES）が発足した。初代局長には，前掲の Paul

Singer が就任し，公共政策面での連帯経済の活用を促した。くわえて，実施団体間の連携を強化す
る目的で，ブラジル連帯経済フォーラム（Forum Brasileiro de Economia Solidária : FBRS）が設立
された。斯様な流れを受け，現在では多くの州，ムニシピオ行政において連帯経済を支援する部局
が整備され公共政策の実施を行っている。

4．事例と課題

廣田によれば，ブラジルは，「中南米のみならず全世界における社会的連帯経済をリードする役
割」を担っている（廣田，2016, p.43）。20世紀以降に移民によって導入された協同組合や，1964
年から 1985年の間の軍事独裁政権期に展開された社会運動は，社会的連帯経済など市民社会のア
クターが活動領域を広げやすい素地を提供しているのかもしれない。あるいは，ラテン系の地域で
より盛んに発展を遂げてきた社会的連帯経済について，ブラジルには文化的背景の中に何らかの親
和性が存在するのかもしれない。
他国と比較した場合に，ブラジルの社会的連帯経済は，①連邦・地方・ムニシピオなどさまざま
な行政レベルでの制度面の整備，②全国的なネットワークの存在，③研究機関による研究蓄積と実
体的な支援体制の充実，といった点で特筆に値する。2017年には，ブラジル北部アマゾナス連邦
大学において，南米大陸で初めて公共・協同経済研究情報センター CIRIEC（Centro de Estudos e
Pesquisas em Economia Pública e Social12））の国際会議が開催された。11月 29日から 12月 2日まで
の 4日間にわたる同会合には，研究者のみならず，政府・行政関係者，実施団体関係者など，20
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ヵ国，300名を超える参加者が集い，活動事例の報告や今後の展開可能性について幅広い議論が行
われた。とりわけ，アマゾン地域での開催ということもあり，持続可能性の観点から社会的連帯経
済の重要性を論じる内容が多数報告された。
労働雇用省内に設置された国家連帯経済局（SENAES）の現局長は，11/29に開催された CIRIEC

Brasil のオープニング・セレモニーのスピーチのなかで，連帯経済の雇用創出力に期待を寄せる政
府側の視点を強調した。これは，ブラジル経済が目下不況期にあり失業者が増加しているという背
景を受けての発言であるとともに，テメル政権（当時）において局長に任命された同氏が連帯経済
分野のバックグラウンドを持たない政治的任命であったことからも，ブラジルにおいては，連帯経
済が雇用と所得を求める実践的な運動として誕生したという原点を確認するにとどまったものとい
える。現在の SENAES の体制は，前 Singer 局長が社会的連帯経済研究の第一人者であったことと
比べると少なからず手薄であり，政権によって政策面における社会的連帯経済の役割が軽視される
可能性を示唆している。1980年からブラジル各地で連帯経済を支援し，現在でも社会的連帯経済
に関する主要アクターの 1つである Cáritas のブラジリア本部の担当者は，筆者が 2016年実施した
聞き取り調査の中で，連邦政府の公共政策における連帯経済の軽視と SENAES の弱体化に対する
懸念を表明した。この点については，中長期的に今後の動向を注意深く観察しなければならない。
先述の通り，ブラジルの社会的連帯経済には，①連邦・地方・ムニシピオなどさまざまな行政レ
ベルでの制度面の整備，②全国的なネットワークの存在，③研究機関による研究蓄積と実体的な支
援体制の充実，という特徴がある。社会的連帯経済に関わる各アクター間の協働の実績は，政権交
替等政治的要因の影響を抑制するバッファーとしての役割を果たしうる。斯様な制度面ならびに実
体的な展開は，ブラジルの社会的連帯経済の先駆性を見いだすさまざまな取り組みに発展する。
例えば，ブラジルでは SENAES が中心となって社会的連帯経済のアクターの質的・量的実態調
査を全国規模で実施している。第 1回目の調査は 2005年から 2007年に，第 2回目の調査は 2009

年から 2013年に実施され，それぞれ全国で約 15,000から 20,000件の連帯経済事業体（Empreendi-
mentos Econômicos Solidários : EES）の存在が報告されている。Gaiger & Ecosol（2014）にまとめ
られた調査結果によると，EES が最も多く確認された地域は北東部であり，従事する産業分野で
は製造業が 30.6％，農林水産業が 27.0％，商業が 17.3％でその他サービスが 13.4％と続く。調査
対象全体でみると，EES 発足の理由は所得の補完が 48.8％，失業の回避が 46.2％と主たる回答内
容であった。
一般的にローカルに組織される EES は，多くの場合，原材料の調達と生産物の販売という課題
に直面する。原料から販売までの生産チェーンに関して回答した EES のうち，原材料・投入財の
調達に関しては，69％が民間企業，43％が組合員，16％が非組合員と回答している。また，販売
先としては，最終消費者と回答した EES は 83％にのぼり，卸売りが 37％，政府機関が 14％であ
った。このことから，EES 自身は連帯原理にもとづいて活動を行っている場合でも，生産チェー
ンの組織全体において連帯原理が追求されているかについては疑問が残る。販売先に関する質問で
は，77％がローカルあるいはコミュニティー内，65％ムニシピオ内と回答し，小地域（micror-
região）は 22％，州は 17％，全国は 7％，海外輸出は 3％と，大半は局所的に完結した活動を行っ
ている一方で，一部には国境を越えて展開する EES も存在することが明らかとなる（Gaiger &
Ecosol, 2014）。
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数ある EES の中でも，オーガニックコットン製品を生産し国内外の市場に販売するジュスタ・
トゥラマ中央協同組合（Cooperativa Central Justa Trama）は先駆的な事例として有名である。筆者
は 2016年 8月にポルトアレグレ市を訪れ，染色や縫製，装飾などオーガニックコットン製品製造
過程の最終段階を担う Cooperativa Univens を訪れた。Justa Trama では，中西部のマットグロッソ
ドスル州において綿花の有機栽培を行い，南東部ミナスジェライス州で紡績過程を，縫製等は南部
Univens を含むリオグランデドスル州ならびに同じく南部のサンタカタリナ州，アクセサリー向け
の加工をリオグランデドスル州ならびに北部のロンドニア州で行っている。広大な国土を有するブ
ラジルにおいて，地域を越えて多数の連帯経済が協力し生産ネットワークを形成した上で，海外を
も視野に入れた販売ルートを確立するスケールは注目に値する。
Univens の主要メンバーである Nelsa Inês Fabian Nespolo 氏は，Univens 内のみならず，Justa

Trama の生産チェーンに参加するすべての主体の間での協力，自主管理，平等といった原理の徹底
を強調した。原材料から最終財まで，調達や販売に関する価格の設定は生産チェーンに与するすべ
ての EES の間で話し合いによって決められる。Justa Trama は，農薬の多用が指摘され環境破壊の
原因ともなっている従来の綿花栽培ではなく，生態系を考慮した有機栽培による綿花の生産を行
う。また，その後の加工過程においても，環境との共生や消費者との公正な取引（comércio justo）
を目指し実践しているといえる。なお，Justa Trama の製品化工程の一部を担う Univens は 2017年
2月に朝日新聞のグローブ 190号でも取り上げられた（朝日新聞 2017年 2月 5日）。同記事では，
働き手自らが経営に参画する自主管理という連帯経済の特徴や，北東部セアラ州において徹底した
有機栽培で原料の綿花を作る農家が，Justa Trama とフランスの高級スニーカーメーカー Veja への
綿花販売で収入の増加と家計の安定を実現していることがとりあげられている。

お わ り に

本稿では，ブラジルのさまざまな地域区分について，地域経済の発展過程を研究対象として分析
を行ってきた。第 1節では，地域経済の動向と国内経済地図の変遷に関して，歴史的な経緯を振り
返りつつ，「豊かな南」と「貧しい北」という国内の地域間格差がどのようにつくられてきたのか
を明らかにした。その上で，2000年代に確認された地域間格差縮小という現象が，従来の経済活
動の拠点以外の地域における経済活動の拡大によってもたらされたことをブラジル地理統計院
（IBGE）のデータを用いて明らかにした。
第 2節では，地域間不均衡の是正を目的として実施された連邦政府主導の地域政策，ならびに地
域政策以外で地域開発に寄与しうる要因として，輸出を通じた内陸部での経済活動の拡大と条件付
き現金給付（CCT）などの社会政策の影響を考察した。ムニシピオレベルで起こるこれらの経済的
社会的な変化は，地域経済発展にプラスの影響を及ぼしうる要因として指摘できる。各要因が，ど
のようなチャンネルを通じて地域経済発展に寄与するのかについては別途詳細な分析が必要とな
る。
第 3節では，ローカルに展開されるボトムアップ型の開発形態として，ブラジルの社会的連帯経
済に注目した。はじめに，社会的連帯経済の展開の経緯を概観した上で，ブラジルではさまざまな
行政レベルで制度面での整備や実施主体間のネットワーク化，研究機関による研究ならびに支援体
制の充実化が図られていることを指摘した。それを受けて，社会的連帯経済主体が抱える課題と特
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徴的な事業体の事例を紹介した。
本稿を通じて，従来の経済活動の中心地ではない地域や小規模な単位での地域経済発展には，ロ
ーカルに根ざした経済活動が不可欠になることが明らかとなった。第 1節で統計的に，第 2節で記
述的に明らかにした内容と，第 3節で取り上げた連帯経済との接点をより明確に探求することで，
ローカルな開発（Local Development）やさまざまな規模での地域経済開発を促進する上でのインプ
リケーションを得られるのではないだろうか。これについては，今後の課題としたい。斯様な研究
は，綿密なデータベースの作成と膨大な事例研究を融合させる必要があり，研究実施に関しても上
方・下方双方から取り組む必要があるものと考える。
グローバリゼーションの進展にともない，国外の市場とつながることで可能となる産業開発なら
びに地域経済の発展は，市場を通じた経済活動にとどまりそうにはない。インターネットやソーシ
ャル・ネットワーキング・サービス（SNS）の普及は，消費者の意識を変える強力なツールにもな
る。連帯経済の課題の 1つである規模の制約を克服する上で，グローバリゼーションや情報通信技
術の発達は，遠く離れた地域の生産者と消費者とをつなぐ上で肝要となる。その際に，「連帯」意
識のもとに行われる消費行動が増えれば増えるほど，社会的連帯経済事業体による生産活動の可能
性もひろがっていく。
また，2000年代に観察された貧困の削減と中間層の拡大も「連帯経済大国」とも呼ばれる（廣
田，2016）ブラジルにとって新たな展開を示唆しているのかもしれない。国内における消費者の購
買力の向上が，従来の消費市場にとどまらずエシカルな消費や「連帯」を意識した消費に向けられ
た場合，社会的連帯経済の活動がますます促進される。その際には，Justa Trama にとっての Veja

のような資本主義と連帯経済をつなぐ存在が有用となる。ブラジルには，民間企業の中にも環境と
の共生や持続可能性を前面に出し生産活動を行う Osklen 等のブランドも存在する（Hoffmann,
2013）。社会的連帯経済と親和性の高い企業との連携によって，資本主義と連帯経済のつながりを
模索し，社会的連帯経済の活動をスケールアップしていく取り組みは，地方創生や持続可能な開発
などの多くの国・地域に共通する課題に新たな展開をもたらしうるのではないだろうか。

注
１）本稿は，龍谷大学国際社会文化研究所研究プロジェクト（東日本大震災後の復興過程に関する批判的検
討：社会・連帯経済の国際比較研究から考える）ならびに，日本学術振興会科学研究費（基盤 C：17K
00704，若手 B：17K13296）による研究成果の一部である。
２）大地域の分類では，北部には，ロンドニア州：RO，アクレ州：AC，アマゾナス州：AM，ロライマ州：
RR，パラ州：PA，アマパ州：AP，トカンチンス州：TO，北東部には，マラニャォン州：MA，ピアウイ
州：PI，セアラ州：CE，リオグランデドノルテ州：RN，パライバ州：PB，ペルナンブコ州：PE，アラゴ
アス州：AL，セルジッペ州：SE，バイーア州：BA，南東部にはミナスジェライス州：MG，エスピリト
サント州：ES，リオデジャネイロ州：RJ，サンパウロ州：SP，南部には，パラナ州：PR，サンタカタリ
ーナ州：SC，リオグランデドスル州：RS，中西部には，マットグロッソドスル州：MS，マットグロッソ
州：MT，ゴイアス州：GO，連邦区：DF が含まれる。
３）大地域，連邦単位，ムニシピオ以外にも，ブラジル地理統計院（IBGE）が，行政区分を基礎として，近
接性と社会的・経済的関係性を考慮して規定する中地域（Mesorregião），小地域（Microrregião）がある。
地理的規模では，大地域＞連邦単位＞中地域＞小地域＞ムニシピオの順に並べられる。
４）応用経済研究所（Instituto de Pesquisa Econômica Aplicada : IPEA）Ipeadata の Regional-＞População の項
目から 5年ごとのデータを取ることができる。データは，IPEA の社会調査部（DISOC : Diretoria de Estu-
dos Sociais）が IBGE のデータを元に計算したもの。オリジナルデータの制約から，掲載年は等間隔では
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なく，1930年他欠損年あり。
５）各州の略号については，注 3を参照。
６）1970年，1980年に関しては州ごとで計算された HDI（ポルトガル語では IDH），1991年，2000年，
2010年は，ムニシピオ・レベルの人間開発指数を計算したのち州ごとに集計された値（IDH-M）。国連開
発計画（UNDP）ブラジル事務所主導のもと，地域ごとの人間開発水準を測る指標として，近年は後者が
主となっている。
７）1956年に就任したジュセリーノ・クビシェッキ（Juscelino Kubitschek, JK）大統領により発表された。
任期内の完成が求められ，約 3万人の工事労働者が投入され，41ヶ月で竣工した。
８）同様に，北部アマゾン地域の開発を主管する組織として，アマゾン開発監督庁（SUDAM : Superin-
tendência do Desenvolvimento da Amazônia）が 1966年に設立された。
９）「ブラジル経済の奇跡」は，1969年から 1973年の期間を指す。
１０）ポルトガル語表記では MERCOSUL : Mercado Comum do Sul，スペイン語表記では MERCOSUR : Mer-
cado Comúm del Sur。

１１）図 4, 5，図 6, 7の対象年はデータの制約によるものである。2000年代の動向を可能な範囲でカバーする
ことを目的として，開発商工省の輸出データでの初期値（2003年）と社会開発・飢餓対策省（MDS）によ
るボルサ・ファミリア支給額の初期値（2004年）を採用した。

１２）英訳は，International Centre of Research and Information on the Public, Social and Cooperative Economy。
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